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当社はグローバルにビジネスに取り組む中、現在のロシア・ウクライナ情勢について深く憂慮しております。全て

の人々が１日も早く平穏を取り戻し、世界平和が訪れることを心から願っております。

2021年4月に始動した「中期経営計画2023」～Start of the Next Decade～は2年目に入りました。初年度である2021

年度を振り返ると、新型コロナウイルスの影響が未だに尾を引く中、業績につきましては当社発足以来最高益とな

りました。資源価格の上昇に加え、「中期経営計画2017」以降に実行した新規投資からの収益が貢献し、稼ぐ力が

着実についていることを実感しています。

「中期経営計画2023」で掲げた注力領域への規模感ある投資実行に加え、デジタルを活用した新たなビジネスモデ

ルの創造や既存事業の変革による価値創造も着実に進展しています。人材戦略の面では、「多様性を競争力に」を

テーマに社員の個性や強みを最大限に活かすための環境づくりを行っています。また、事業を通じた脱炭素社会の

実現への挑戦と、サプライチェーンを含めた人権尊重への対応により、事業と社会のサステナビリティを推進して

います。これらの取り組みにより2030年に当社の目指す姿である『事業や人材を創造し続ける総合商社』に向け、

持続的な価値創造を実践する中で、結果として「中期経営計画2023」の定量目標の１つであるPBR1倍超につな

がっていくと考えております。

ロシアによるウクライナ侵攻をはじめとした地政学リスクを含め、今後も著しい環境の変化が想定されます。当社

ビジネスにおいても、絶対的かつ不変なものはなく、常に変化していかなくてはなりません。多様なリスク、変化

を機会と捉え、「マーケットインの徹底」、「社内外での共創と共有の実践」、「スピードの追求」により競争優

位の獲得と事業の成長を追求し、併せて必要となる組織や人材の変革を継続することで、成長の実現を通じた持続

的な価値創造を実践していきます。

社長メッセージ
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『事業や人材を創造し続ける総合商社』に向け、

持続的な価値創造を実践していきます。

藤本 昌義

代表取締役社長CEO



企業理念・沿革
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企業理念

双日グループスローガン

行動指針

1. 確かな信頼を築く。

2. 将来を見据え、創意工夫する。

3. スピードを追求する。

4. リスクを見極め、挑戦する。

5. 強固な意志でやり遂げる。

双日グループは、誠実な心で世界を結び、

新たな価値と豊かな未来を創造します。

双日株式会社は、それぞれ長い歴史を持つニチメン株式会社、日商岩井株式会社をルーツに持ち、

160年以上にわたって多くの国と地域の発展を、ビジネスという側面からサポートしてきました。

現在も国内外約400社の連結対象会社とともに、世界のさまざまな国と地域に事業を展開する総合

商社として、幅広いビジネスを行っています。

1874年

鈴木商店創業

1928年

日商設立

1862年

岩井文助商店創業

1896年

岩井商店創業

1943年

岩井産業に商号変更
1943年

日綿實業に商号変更

1892年

日本綿花設立

1968年

日商岩井株式会社発足 1982年

ニチメン株式会社に商号変更

2003年

ニチメン・日商岩井ホールディングス 設立

2004年

双日株式会社発足



業績と拠点（2023年3月末日）
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総資産

自己資本

当期純利益

拠点数 グループ会社（連結対象） 従業員数

国内：

海外：

国内：

海外：

2.7兆円

8,377億円

1,112億円

92拠点 422社 20,669名

5（本社、支社、支店）

87（現地法人、駐在員事務所等）

131社

291社

単体：

連結：

2,523名

20,669名

本社

支社

現地法人

支店

事務所



組織図（2023年4月1日時点）

双日株式会社 会社案内 4

株主総会

取締役会

社長

経営会議

監査役会
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自動車本部

航空産業・

交通プロジェクト

本部
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ヘルスケア本部
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リサイクル本部
化学本部

生活産業・
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本部

リテール・

コンシューマー

サービス本部

取締役会業務室
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財務部

経営企画部

人事部

M&A・投資戦略推進室

秘書部 広報部 総合リスク管理部

デジタル推進第二部

主計部

関西事業室

サプライチェーン
リスク管理部

サステナビリティ推進部 IR室

フィナンシャル
ソリューション部

ビジネスイノベーション
推進室

デジタル推進第一部



営業本部紹介
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自動車本部 航空産業・交通プロジェクト本部

自動車の卸売・組立事業と小売事業が中核事業であり、成長市場である

アジア・ラテンアメリカなど、成熟市場である日本・米国などで展開し

ています。また、販売金融事業の強化、時代の変化を捉えた自動車関連

サービス事業の構築に積極的に取り組んでいます。

民間航空機・防衛関連の代理店やリース、パーツアウト、ビジネス

ジェットなどの航空事業のほか、空港運営や鉄道などの交通インフラ事

業及び機内食や貨車リースといったその周辺事業、また新造船や中古船

などの各種船舶事業も手掛けています。

主要事業 主要事業

⚫ ディストリビューター事業

⚫ ディーラー事業

⚫ 販売金融事業

⚫ サービス事業（品質検査等）

⚫ 航空機代理店事業(民間・防衛)

⚫ 航空機リース事業

⚫ 中古機・パーツアウト事業

⚫ ビジネスジェット事業

⚫ 空港運営事業

⚫ 交通インフラ、北米鉄道事業

⚫ 船舶事業

⚫ 機内食事業



営業本部紹介
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インフラ・ヘルスケア本部 金属・資源・リサイクル本部

新興国を中心とした経済成長に伴うインフラ・ヘルスケア関連の需要の

増加や、気候変動、デジタル化、価値観の多様化などグローバルな社会

課題に対し、エネルギー、通信、都市インフラ、ヘルスケアなどの事業

領域において、双日ならではの機能・発想を複合的に組み合わせること

で新たなソリューションを提供し、価値を創造していきます。

金属資源や鉄鋼分野における上流権益投資及びトレーディング事業に加

えて、リサイクルを含むサーキュラーエコノミーの領域に本格参入し、

社会ニーズに対応した新規事業の創出・推進に取り組んでいます。

主要事業 主要事業

⚫ 再生可能エネルギー事業

⚫ ガス火力発電事業

⚫ ガス関連事業

⚫ 通信インフラ事業

⚫ 都市インフラ・工業団地事業

⚫ ヘルスケア事業

⚫ 省エネルギーサービス事業

⚫ 金属資源権益及びトレーディング事業

⚫ 鉄鋼製品事業

⚫ サーキュラーエコノミー事業



⚫ 化学品事業

⚫ メタノール事業

⚫ レアアース事業

⚫ 合成樹脂事業

⚫ 環境・ライフサイエンス事業

⚫ リサイクル事業

営業本部紹介
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化学本部 生活産業・アグリビジネス本部

メタノールなどの基礎化学から、合成樹脂を中心とした機能性材料、工

業塩・レアアースといった無機化学など、幅広いトレードや事業を展開

しています。低炭素社会・循環型社会に貢献する環境ビジネスやライフ

サイエンス分野での事業開発にも取り組んでいます。

持続可能な消費と生産をテーマに、アグリビジネス事業、食料事業、飼

料畜産事業、林産資源事業、地域創生事業などに取り組んでいます。

主要事業 主要事業

⚫ 肥料製造販売事業

⚫ 林産資源事業（合板・建材）

⚫ 家庭紙及び段ボール原紙製造事業



営業本部紹介
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リテール・コンシューマーサービス本部

食品流通事業、消費財流通事業、水産事業、商業施設運営事業、不動産事

業など、リテールDXやマーケティングといった機能軸を強化しつつ、消

費者のニーズに応える多種多様な事業に国内外で取り組んでいます。

主要事業

⚫ 食品流通事業（製造、卸売、物流、小売）

⚫ 水産加工卸事業

⚫ ブランド・消費財事業

⚫ 商業施設運営事業、リテールプラットフォーム事業

⚫ 国内不動産事業

価値創造に向けた取組み事例

◼ マーケットインの徹底

ジャプコンおよび岡山航空の子
会社化により国内ビジネス
ジェット事業へ参入し、国内外
を問わない総合的なビジネス
ジェット事業を提供

バイオマスエネルギーの活用や
スマート農業の推進といった、
持続可能な農業と地域の活性化
を目的とする包括契約を宮崎県
川南町と締結

インフィニットループと提携し、
VR を活用した自動車販売用商
談ツール「Auto VR」を開発

全株式を取得した水産食品加工
会社のマリンフーズの経営資源
を活用、ロイヤルホールディン
グスとも共創し、国内外で消費
者向けビジネスの幅広い展開を
めざす

◼ 共創と共有の実践

◼ 地方創生 ◼ DXの取組み



営業本部紹介（詳細）
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自動車本部

中核である自動車販売事業での機能強化と新たな領域での事業基盤の構築によって、

豊かなモビリティ社会に貢献していきます。

自動車販売の

実績40年超

事業展開

30社超

グループ従業員

5,000名超

投資実行力

案件開発力

地域密着型のセールス・マーケティング力

多様な人材と、グローバルな事業経営ノウハウ

新たな事業領域を含む事業資産ポートフォリオ

主要関係会社（出資比率）

⚫ Sojitz Automotive Group, Inc. （100％）

⚫ Sojitz de Puerto Rico Corporation （100％）

⚫ Subaru Motor LLC （65.6％）

⚫ Sojitz Quality, Inc （100％）

連結子会社

持分法適用会社

32社

5社



営業本部紹介（詳細）
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双日オートグループジャパン 双日オートグループ大阪

自動車本部

ロシア

ウクライナ
ロシア・NIS

ドイツ
欧州

日本

中東

アジア

北米

中南米

イラン

タイ

フィリピン

インド

パキスタン

韓国

中国

グアテマラ

ブラジル

アルゼンチン

コロンビア

カナダ

米国

プエルトリコ

メキシコ

卸売

サービス他

小売 販売金融

営業拠点

事業MAP



営業本部紹介（詳細）
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航空産業・交通プロジェクト本部

ビジネスジェットや航空機リース、パーツアウトなどの事業を強化するとともに、需要

が高まる新興国での空港・交通インフラビジネス、さらには北米鉄道事業や機内食事業

にも注力していきます。

航空機
取り扱い実績

900機以上

国内シェア No. 1

北米鉄道市場に
おける2つの

事業基盤
（MRO、貨車リース）

造船・海運から
機器・設備まで

One-Stop

⚫ 航空・交通・船舶各分野での半世紀以上にわたる取引実績

⚫ メーカー・エアライン・リース会社・部品関連会社・空港施設会社等それぞれのニーズや課題を

把握する航空業界での情報収集力と分析力

⚫ 一体型のソリューションを提供できる交通インフラでの提案力

⚫ 空港運営事業の推進とその周辺事業の他本部との協業

⚫ 豊富な知見と海外ネットワークを活かした船舶分野での総合力

主要関係会社（出資比率）

強み

⚫ 双日エアロスペース株式会社（100％）

⚫ Sojitz Aviation and Marine B.V. （100％）

⚫ SJ Aviation Capital Pte. Ltd. （100％）

⚫ Sojitz Transit & Railway Canada Inc.（74.9％）

⚫ Southwest Rail Industries Inc.（100％）

⚫ 双日ロイヤルインフライトケイタリング株式会社（60%）

連結子会社

持分法適用会社

40社

11社



営業本部紹介（詳細）

双日株式会社 会社案内 12

機内食事業
（双日ロイヤルインフライトケイタリング）

北米貨車リース事業（Southwest Rail Industries Inc.社）

航空産業・交通プロジェクト本部

事業MAP

交通・空港インフラ関連

船舶事業拠点

*1 Engineering, Procurement and Construction：設計・調達・建設
*2 Maintenance, Repair and Overhaul ：車両メンテナンス・修理・修繕

航空関連

・リース・パーツアウト事業
・船舶事業

アムステルダム

・リース・パーツアウト事業

・ビジネスジェット事業

・空港運営事業

・船舶事業

・鉄道インフラEPC事業*1

香港

グアム

パラオ

・リース・パーツアウト事業

・ビジネスジェット事業

・鉄道車両MRO*2事業

・貨車リース事業

・代理店事業（民間／防衛）

・ビジネスジェット事業

・空港運営事業

・機内食事業

・船舶事業

日本

アジア・大洋州

北米

欧州

シンガポール

上海

デリー

ロンドン

ピレウス

シアトル

ロサンゼルス

セントルイス

ワイマール

ニューヨーク

モントリオール

カルガリー



営業本部紹介（詳細）
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インフラ・ヘルスケア本部

経済成長と環境負荷低減が両立する高度な社会インフラの提供により、豊かで持続可能

な地域社会の実現に挑戦していきます。

強み

事業創出力成長力 拡張力

発電資産

8倍 実績3倍

案件クロージング 医療・海外通信
分野への幅出し

※1 2022年3月期持分容量実績の対2013年3月期比

※2 2018年3月期～2022年3月期案件クロージング数の対前5年比（2013年3月期～2017年3月期）

※1 ※2

⚫ 「創る」人的ネットワーク力を活用し、事業の目利き力を研ぎ澄まし、スピードと機動力を駆使し、

新規事業プラットフォームの創造を目指す

⚫ 「つなぐ」各業界や新興市場における歴史的なパートナーに加え、環境変化の中で生まれる新たな

パートナーと協働し、固有の強みを結合、競争優位を高める

⚫ 「育む」官民含めあらゆるステークホルダーとの深い信頼関係を醸成するとともに、地域社会や自

然環境との共生を育む

⚫ 「伸ばす」複合的な発想や機能を組み合わせ、新たな価値を創造し、事業領域を拡張する

⚫ 日商エレクトロニクス株式会社（100％）

⚫ エルエヌジージャパン株式会社（50％）

⚫ Sojitz Hospital PPP Investment B.V. （100％）

主要関係会社（出資比率）

連結子会社

持分法適用会社

56社

47社



営業本部紹介（詳細）
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複合都市開発（インドネシア） 通信タワー

アイルランド

スペイン トルコ

サウジアラビア

カタール
UAE
オマーン

インド

スリランカ

インドネシア

ミャンマー

マレーシア
シンガポール

日本

豪州

台湾

メキシコ

ペルー

チリ

再生可能エネルギー事業（太陽光） 再生可能エネルギー事業（風力） 再生可能エネルギー事業（バイオマス）

ガス関連事業 LNGプラント IT関連事業 通信タワー事業 都市インフラ・工業団地事業 ヘルスケア事業

火力発電事業

事業MAP

インフラ・ヘルスケア本部

米国

フィリピン

省エネ事業

※建設中案件を含む。

電力小売事業

ベトナム

ナイジェリア



営業本部紹介（詳細）
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主要関係会社（出資比率）

強み

近年の地球温暖化・脱炭素社会への潮流加速化を背景に、金属・資源分野ではサステナ

ブルな事業への変革を推進します。また、近未来の循環型社会を見据え、リサイクル分

野への取り組みを強化します。

総合商社唯一の
炭鉱操業

鉄鋼総合商社メタルワンや
CBMM社（ニオブ生産会社）

などの安定収益事業

特色ある希少資源の取り扱い

自社の豪州炭鉱操業で蓄積されたノウハウを自社及び他社の

鉱山操業へ展開、操業請負事業への進出を目指す

成長市場での事業拡大、新規需要の取り込みを通じて安定

収益基盤を拡大

ニオブやクロムといったレアメタル、蛭石や蛍石といった鉱産物

など、特色のある資源を取り扱い、

安定的かつ柔軟なサプライチェーンを構築。

⚫ Sojitz Development Pty. Ltd.（100％）

⚫ Sojitz Resources (Australia) Pty. Ltd.（100％）

⚫ Japan Alumina Associates (Australia) Pty. Ltd.（50％）

⚫ 株式会社メタルワン（40％）

連結子会社

持分法適用会社

28社

18社

金属・資源・リサイクル本部



営業本部紹介（詳細）
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CBMM社ニオブ鉱山（ブラジル） 金属3Dプリンタで作製される製品
日本積層造形（JAMPT）

金属・資源・リサイクル本部

日本

ロシア

カナダ

南アフリカ

インドネシア 豪州

米国・メキシコ

ブラジル

・石炭トレード

・クロム事業

・石炭事業 ・石炭事業
・アルミナ事業

・リサイクル事業 ・銅事業

・鉱産品事業

・鉄鉱石事業
・ニオブ事業

合金鉄・貴金属・鉱産品

鉄鉱石・ニオブ

石炭
鉄鉱石・銅

鉱産品

日本・アジア

アルミナ・石炭

事業MAP



営業本部紹介（詳細）
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メタノールなど強みのある事業のさらなる強化、低炭素社会・循環型社会に即した素材

ビジネスの創出により、持続的成長を実現していきます。

主要関係会社（出資比率）

強み

顧客基盤

約5,000社
幅広い商材

環境変化に
対応した提案機能

⚫ 上流から下流までの幅広い商材とビジネス提案機能

⚫ 全世界約5,000社に及ぶ充実した顧客ネットワーク

⚫ 総合商社の中で上位に位置する事業規模と知名度

⚫ ガスケミカル事業で培ったオペレーションノウハウ

⚫ 合成樹脂事業が有するグローバルな販売・調達ネットワーク

⚫ C5・石油樹脂事業におけるバリューチェーンでの事業ノウハウ

⚫ インド工業塩をソースとしたアジア市場での大きなシェアと供給安定性

⚫ 双日プラネット株式会社（100％）

⚫ PT. Kaltim Methanol Industri （85％）

⚫ solvadis deutschland gmbh （100％）

連結子会社

持分法適用会社

化学本部

34社

13社



営業本部紹介（詳細）
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C5・石油樹脂事業：Cymetech社（米国） 工業塩事業 （インド）

ドイツ

中国

インド

日本・中国・アジア

米国

・欧州化学品事業

（ソルバディス社）

・レアアース事業

・合成樹脂事業

・C5・石油樹脂事業

・工業塩事業

・メタノール事業

・レアアース事業

レアアース

工業塩

レアアース

化学本部

事業MAP

アジア



営業本部紹介（詳細）
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世界的な地産地消・脱炭素・循環型経済への志向を機会と捉えて、新たなビジネス

モデルの構築を進めていきます。

強み

高度化成肥料

東南アジアで

トップクラス

日本最大級の

バイオマス

発電事業に参画

東南アジアに強い

事業基盤

⚫ 東南アジアを中心に、肥料製造・飼料製造・港湾・製粉・製パン・製菓・建材・植林・チップ・製紙

などの幅広い事業を展開

⚫ 高度化成肥料の製造・販売では、タイ、フィリピン、ベトナムでトップクラスの市場シェアを確立

⚫ 安定的な木質資源調達ネットワークを活用し、日本最大級のバイオマス発電事業に参画

主要関係会社（出資比率）

⚫ Thai Central Chemical Public Company Limited （81％）

⚫ Atlas Fertilizer Corporation （100％）

⚫ Japan Vietnam Fertilizer Company （75％）

⚫ Saigon Paper Corporation （96％）

⚫ 双日建材株式会社（100％）

連結子会社

持分法適用会社

26社

11社

生活産業・アグリビジネス本部



営業本部紹介（詳細）
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Atlas Fertilizer Corporation社 (フィリピン) Saigon Paper Corporation社（ベトナム）

生活産業・アグリビジネス本部

事業MAP

ミャンマー

・肥料販売

タイ

・肥料製造販売

日本

・製菓

・農業

・合板・建材販売

フィリピン

・肥料製造販売

・製粉・製パン

・肥料製造販売

・製粉・港湾

・飼料製造

・植林・木質チップ製造

・製紙

ベトナム

木材・単板

木質チップ・ペレット

木材・合板

小麦・コーン・大豆粕・木材日本・

東南アジア

小麦・木質チップ

●肥料製造販売 ●飼料製造 ●小麦・食料事業
●林産資源事業 ●農業関連事業



営業本部紹介（詳細）
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リテール・コンシューマーサービス本部

グローバルな視点から、人々に「生活の豊かさ」と「利便性」をもたらす多様なビジネス

を展開していきます。

強み

商業施設の

マネジメント実績、

不動産ビジネスの一貫推進

北米牛肉輸入などで

国内トップクラス

長年の歴史で確立した

ネットワーク、顧客基盤

⚫ 長年の歴史で確立したアジア各国のネットワークや顧客基盤

⚫ ASEAN各国の発展段階に応じたリテール事業の展開

⚫ 商業施設のバリューアップ投資事業実績とマネジメント力

⚫ ライフスタイルの多様化に対応した食品・消費財の供給基盤

⚫ 北米産冷凍牛肉の輸入で国内トップシェア

主要関係会社（出資比率）

⚫ 双日食料株式会社（100％）

⚫ 双日ファッション株式会社（100％）

⚫ 双日ライフワン株式会社（100%）

⚫ マリンフーズ株式会社（100%）

連結子会社

持分法適用会社

19社

13社



営業本部紹介（詳細）
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ミニストップベトナム ロイヤルホールディングス

リテール・コンシューマーサービス本部

・ロイヤルホールディングス株式会社との取り組み

・マグロ養殖

・商業施設投資・運営

・国内不動産

・物資ライフスタイル（各種消費財）

・繊維製品

・水産食品加工事業
・食品流通事業

(製造、卸売、物流、小売)

日本内需への供給基地 アジア内需への布石

ベトナム

日本

牛肉・豚肉

事業MAP

中国

・マグロ加工卸
ミャンマー・マレーシア・
タイ・インド・シンガポール

・リテール事業

水産物

水産加工品

水産物

水産物

水産物



サステナビリティ
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サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）

双日では、将来にわたり「2つの価値」を創造し続けるため、事業を通じて中長期的に取り組む

6つのサステナビリティ重要課題（マテリアリティ）を定め、グローバルな環境・社会課題の解

決と企業活動との融合促進、及びその体制の構築に取り組んでいます。

事業にかかわる人権の尊重

持続可能な資源の

開発・供給・利用

多様な人材の活躍･

ダイバーシティの推進
有効性と透明性を重視

地域社会とともに

発展・成長を実現

事業を通じた地球環境への貢献

人権 環境

資源

人材 ガバナンス

地域社会

双日グループは、誠実な心で

世界を結び、新たな価値と

豊かな未来を創造します。

企業理念

【事業】

【基盤】

事業を通じた脱炭素社会実現への挑戦と、

サプライチェーンを含めた人権尊重への対応により、

双日と社会の持続的な成長を目指します。

2050年長期ビジョン「サステナビリティチャレンジ」

パリ協定や、持続可能な開発目標（SDGs ）などのグローバル課題を踏まえ、

当社にとって影響がより大きい「脱炭素社会実現」と「サプライチェーン上

の人権配慮」を目指す「サステナビリティ チャレンジ」を掲げています。

ウェブサイトにて、当社の取組みを社会課題別に整理し紹介しています。

事業を通じた社会課題の解決を自社の強みに変え、事業基盤を拡充し、

2つの価値（双日が得る価値、社会が得る価値）の最大化を図ります。

Sojitz ESG BOOK

https://www.sojitz.com/jp/csr/sojitz_esg/

https://www.sojitz.com/jp/csr/sojitz_esg/


会社概要（2023年3月31日現在）
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外部評価

会 社 名

英 文 名

設 立

資 本 金

代 表 者

本 社

拠 点 数

連結対象会社数

従 業 員 数

主 な 事 業 内 容

上場証券取引所

双日株式会社

Sojitz Corporation

2003年(平成15年) 4月1日

160,339百万円

代表取締役社長CEO

藤本 昌義 （ふじもと まさよし）

〒100-8691 東京都千代田区内幸町2-1-1

TEL03-6871-5000 FAX 03-6871-2430

国内 5 （本社、支社、支店）

海外 87 （現地法人、駐在員事務所等）

国内 131社

海外 291社

単体 2,523名

連結 20,669名

当社グループは、自動車、航空産業・交通プロジェクト、インフラ・

ヘルスケア、金属・資源・リサイクル、化学、生活産業・アグリビジ

ネス、リテール・コンシューマーサービスの7つの本部体制で、国内

外での多様な製品の製造・販売や輸出入、サービスの提供、各種事業

投資などをグローバルに多角的に行っています。

東京証券取引所

社会的責任投資グローバルインデックスの構成銘柄に

4年連続で選定

ESG対応に優れた企業で構成されるグローバル

インデックスの構成銘柄に選定

性別多様性に優れた企業で構成されるインデックス

の構成銘柄に6年連続で選定

世界の大手企業を対象とするサステナビリティ

格付けにおいて「ブロンズクラス」に選定

※双日株式会社のMSCI指数への組み入れ、および本ページにおけ

るMSCIのロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用は、

MSCIまたはその関連会社による双日株式会社への後援、保証、販

促には該当しません。MSCI 指数はMSCIの独占的財産です。MSCI

指数の名称およびロゴはMSCIまたはその関係会社の商標または

サービスマークです。

CDP気候変動において「リーダーシップ」レベルの

「A-」に3年連続で認定

女性活躍推進に優れた企業として「なでしこ銘柄」

に6年連続で選定

優良な子育てサポート企業として「プラチナくるみ

ん認定」を取得

第1回日経統合報告書アワード 「グランプリ」を取得



※本案内に記載のデータは特段の注記がない限り2023年3月31日時点のものとなります


